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概要

特定投資業務は、民間による成長資金の供給の促進ならびに地
域経済の活性化及び我が国企業の競争力強化のため、成長資
金の供給を行うものです。また、指定金融機関として、内外の金
融秩序の混乱、大規模災害、感染症等の被害に対処するために
必要な資金の供給を行う危機対応業務にも取り組んでいます。

「ICU Anywhere」の実現を企図した 
 将来の医療提供体制の構築を目指すスタートアップを支援
　（株）CROSS SYNCは、横浜市立大学附属病院のICU（集中治療室）の専門医らに
より設立された大学発のスタートアップです。「患者の急変や死亡を減らしたい」という
想いから、生体情報や画像解析により複数患者のモニタリングなどを遠隔でも常時行え
る医療データ統合分析アプリケーション「iBSEN（イプセン）」の開発・運用を企図して
おり、医療従事者の専門知識とAIなど情報技術を掛け合わせた情報の抽出・表示方法
及び治療優先度の早期判断・共有の仕組みが、急性期医療の現場への支援として革新
的であることから、「特定投資業務」を活用し、コニカミノルタ（株）、豊田通商（株）、（株）
ファインデックスなどと共に出資資金を拠出しました。
　DBJグループは役員派遣や多くの関係者をつなぐ役割などを果たすことで、本製品の
発展・普及の支援ならびに医療従事者不足を一因とする様々な社会課題の解決を通じ
て、どこでも最適な医療を享受できる社会の実現を目指します。

 特定投資・危機対応

G R I T 戦略 Project Spotlight

特定投資・危機対応
様々なリスクを適切に評価して対応する能力を

鍛え上げ、融資からメザニン・投資まで、お客様

のニーズに応じたリスクマネーを供給します

特定投資業務の全体像

DBJイノベーション・ライフサイエンスファンド

「成長戦略フォローアップ」（2020年7月17日閣議決定）等を踏まえ、ライフサイエンス産業等の競争力強化に対する支援を明確化すべく、
2020年3月に設立した「DBJイノベーションエコシステム活性化ファンド」を2021年3月に改称し、スタートアップ等への支援を行ってい
ます。

新型コロナリバイバル成長基盤強化ファンド

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（2020年4月7日閣議決定）等を踏まえ、事業者のコロナ禍からの迅速かつ着実な回復・成長
を支援すべく、2020年5月に設置しました。

グリーン投資促進ファンド

「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」（2020年12月8日閣議決定）等を踏まえ、再生可能エネルギー事業をはじ
めとする、資源や環境の持続可能性を考慮した事業等を支援すべく、2021年2月に設置しました。

対象となる企業の取り組み
•  経営資源を有効活用する 
取り組み

•  経営の革新を行う取り組み
　–新事業開拓
　–異業種間連携　等

達成すべき政策目的
•  地域経済の自立的発展
•  日本・企業の競争力強化
•  成長資金市場の発展

特定投資業務

特別勘定で出資金管理
2022年度予算：1,000億円

国 
（産投出資）

DBJ

自己勘定

特定投資業務 
モニタリング・ボード

出資
（2022年度予算：

500億円）

融資等

評価・検証

繰入れ
（2022年度予算： 
 500億円）

資本性資金等 
（優先株・劣後ローン等）

その他金融機関等

（メガバンク、地銀、 
民間ファンド等）

民業の補完・奨励 
（呼び水効果等）

成
長
を
支
え
る
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
等
の
充
実

特定投資業務

新型コロナウイルス感染症の 
影響を受けた 

企業の回復・成長に向けた 
取り組み支援

新型コロナ 
リバイバル成長基盤強化ファンド

我が国産業のイノベーション推進や 
ライフサイエンス産業等の 

競争力強化に向けた取り組み支援

DBJイノベーション・ 
ライフサイエンスファンド

2050年のカーボンニュートラル 
実現に向けた再生可能エネルギー 

投資等の取り組み支援

グリーン 
投資促進ファンド

DBJ独自のリスクマネー供給の 
取り組み
特定投資業務
　特定投資業務とは、民間による成長資金の供給の促進を図
るため、国からの一部出資（産投出資）を活用し、企業の競争
力強化や地域活性化の観点から、成長資金の供給を時限的・
集中的に実施することを企図して設けられたものです。2015

年6月の開始以来、2022年3月末時点で累計152件、9,982

億円の投融資を決定しており、投融資実績額9,621億円に対
して誘発された民間投融資額は6兆2,313億円となっています。

iBSENアプリケーション
https://www.dbj.jp/service/invest/special/
特定投資業務に関するご案内・取り組み事例はDBJウェブサイトをご覧ください。
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経営基盤戦略事業戦略 機能戦略

指定金融機関

DBJに対し、責務規定の新設等により、 
当分の間、危機対応業務を義務づけ

•   財務基盤確保のための政府出資規定の延長等
•   危機対応準備金勘定の新設・定款記載義務・政府
による1/3超の株式保有義務等

※  2015年DBJ法改正前の危機対応業務にかかる増資
分は、資本金から危機対応準備金へ振り替え（2,065
億円）。以降の危機対応業務にかかる増資分は、危機対
応準備金へ直接計上。

民
間
金
融
機
関

民
間
金
融
機
関

民
間
金
融
機
関

•  出資
•  資金の貸付け
•  補給金交付

指定 資金の 
供給等

ツーステップ・ローン等政
府

お
客
様

DBJ

これまでに危機認定された主な事案
•  国際的な金融秩序の混乱（リーマン・ショック）

• 東日本大震災

•  平成27年台風18号等による大雨災害

• 平成28年熊本地震

• 新型コロナウイルス感染症

危機対応業務にかかる政府による増資額累計
 2,065億29百万円 （2022年3月末時点）

危機対応融資及びCP購入の実績の累計
 • 融資額 ： 8兆7,152億円 （1,652件）
 • CP購入額 ： 3,610億円 （68件）

うち新型コロナウイルス感染症にかかる危機対応融資実績の累計
   2兆4,957億円 （492件）
うち2021年３月29日以降に実施した中堅企業及び飲食・宿泊等の大企業向けの累計 
 2,496億円（100件）

 （2022年3月末時点）

新型 
コロナウイルス 
感染症

危機対応業務のスキーム

これまでの取り組みと実績

震災等危機対応業務金融危機対応業務
（2011/3末まで）

指定金融機関として 
危機対応業務を開始

危機対応業務 
　危機対応業務を通じ、経済社会・市場が内包する不安定性
に対するスタビライザーとしての機能を果たします。
　危機対応業務とは、株式会社日本政策金融公庫法（平成
19年法律第57号。その後の改正を含む。）に基づき、内外の
金融秩序の混乱、大規模災害等の危機発生時において、（株）
日本政策金融公庫（日本公庫）からツーステップ・ローンなどの
リスク補完等を受け、政府が指定する金融機関（指定金融 

機関）が、危機の被害に対処するために必要な資金を供給する
業務です。
　なお、2020年3月には、「新型コロナウイルス感染症に関す
る事案」が危機認定されております（P39「新型コロナウイルス
感染症への取り組みについて」参照）。指定金融機関として、民
間金融機関との連携・協働のもと、迅速かつ適確な危機対応
業務の実施に取り組んでいきます。

平成23年（2011年）東日本大震災について

　東日本大震災に対処すべく取りまとめられた2011年度補
正予算において、（株）日本政策金融公庫に対し危機対応業
務の中堅・大企業向けとして2.5兆円が措置され、DBJは直
接・間接の被害を受けた皆様の取り組みを積極的に支援し
てきました。
　また、被災地域の金融機関と共同で東日本大震災復興
ファンドをそれぞれ組成し、投融資に取り組んできました。
　2014年12月には、震災復興のステージが、生産設備の回
復等といった〈復旧段階〉から、生産を再開した企業の販路
開拓や、複数企業の協働による産業競争力強化、インフラ 

整備・機能強化等の〈復興・成長段階〉へと移行しつつある
ことに対応して、（株）地域経済活性化支援機構（REVIC）と
連携した復興・成長支援ファンドを設立しました。
　2018年度には、復興需要の落ち着きが見られるなかで、
被災地域の持続的経済発展を支えるべく、中長期の資本性
資金等のリスクマネー供給を目的として、新たなファンドを設
立しました。
　引き続き、地域金融機関と連携しつつ、被災地域のステー
ジにあわせた取り組みを推進していきます。

•  危機対応業務規程（大臣認可）に基づき業
務を実施

•  案件の担当部店と危機対応業務の制度担
当部にて要件適合性を全件ダブルチェック
のうえ、業務を実施

（株）日本政策金融公庫
【危機対応円滑化業務勘定】

•  ｢危機対応円滑化業務実施方針」(大臣
認可)の策定・公表

•   指定金融機関と「協定書」(大臣認可)を
締結のうえ、リスク補完等を実施

 特定投資•危機対応

実行融資の業種構成※1

金額

※1 2022年3月末時点

金額件数 件数
 輸送用機械
 その他製造業
 運輸・交通
 小売
 飲食・宿泊
 その他非製造業

 本店
 支店

実行融資の本支店構成※1

15% 20%

18%

23%
33%

6%

4%
27%

11%

20%20%
5%

20,247億円
212件

4,709億円

280件

新型コロナウイルス感染症への取り組みについて

 危機対応業務の実施について
　新型コロナウイルス感染症による被害への対応として、
2020年1月末に相談窓口を開設し、2020年2月以降独自の
「地域緊急対策プログラム」にて対応してまいりました。その
ようななか、2020年3月19日に「新型コロナウイルス感染症
に関する事案」が政府により危機認定されたことを受け、指
定金融機関として、危機対応業務に注力しています。
　引き続き、代表取締役社長を本部長とする「コロナ対策本
部」のもと、指定金融機関として危機対応業務の迅速かつ適
確な実施を図ることに加え、「地域緊急対策プログラム」等
によるDBJ独自の資金供給体制の整備、地域金融機関との
連携の強化等を通じて、新型コロナウイルス感染症による被
害を受けた事業者の皆様のニーズに対して、雇用確保や与信
維持等、今次危機対応業務の趣旨を踏まえつつ、民間金融
機関等とも連携・協働して取り組んでいきます。

 飲食・宿泊等の事業者に対する支援策強化
　多くの雇用の担い手である飲食・宿泊等をはじめとする事
業者を取り巻く経営環境が一段と厳しさを増すなか、2021

年3月に政府より、かかる事業者に対する支援強化の要請を
受け、「コロナ対策本部」の統括下に、「危機対応業務特別
対応室」を新設するとともに、同対応室内に「飲食・宿泊専
門チーム」の立ち上げを行い、特に飲食・宿泊等の事業者に
対する審査期間の一層の迅速化を図っています。
　また、2021年3月29日以降には、時限的・集中的な措置
として中堅企業及び飲食・宿泊等の大企業を対象とする資
本性劣後ローンの金利負担の軽減や、飲食・宿泊等の中堅・
大企業を対象とする優先株式の引受ファンド（DBJ飲食・宿
泊支援ファンド投資事業有限責任組合）の設立等、様 な々施
策を講じています。

2008/10 2008/12 2011/3 2021/3

Project Spotlight

https://www.dbj.jp/service/finance/crisis/?sc=1
危機対応業務に関するご案内・取組事例は、DBJウェブサイトをご覧ください。
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経営基盤戦略事業戦略 機能戦略  シンジケーション・アドバイザリー・コンサルティング

シンジケーション・アドバイザリー・
コンサルティング
連携・協働によるシンジケート・ローンの提供、 

日本企業の成長戦略や国際競争力強化に向け

たM&Aのサポート、中立性・長期性に基づく

コンサルティング等、多様なサービスの提供を

通じ、お客様の課題解決、金融市場の活性化

に貢献します

アドバイザリー
　DBJグループの中立性を背景とした、国内企業はもとより外
資系企業やプライベート・エクイティ・ファンドとの幅広いネッ
トワークを活用したアドバイザリーサービスを提供します。
　2017年度には、アジアなど海外への事業展開ニーズの高 

まりを受け、BDA Partners（本社：ニューヨーク）との間で、 
アジア・欧米等の海外におけるM&Aアドバイザリーに関する

業務協力協定を締結しました。同社の海外ネットワークとDBJ

グループのM&Aアドバイザリー業務体制・国内外ネットワーク
との相乗効果のもと、お客様に対して、より一層効果的かつ 

効率的に、海外M&Aのアドバイザリーサービスを提供して 

います。

コンサルティング
　（株）日本経済研究所は、パブリック分野、ソリューション分
野、国際分野の3つの調査分野を柱とする総合シンクタンクで、
とりわけPPP・PFI分野では日本トップクラスの実績と経験・ 

ノウハウを有するシンクタンクとして評価されています。

　（株）価値総合研究所は、先端的技術知見や独自の経済 

モデルを用いた分析力に強みを有する総合シンクタンクです。
専門性の高いナレッジは、全国自治体の総合戦略策定をはじ
め、様々な政策分野で幅広く活用されています。

概要

長期資金の供給などの機能を複合的に発揮することにより、お
客様への「投融資一体型金融サービス」の提供を行っています。
シニアローンから、メザニン、エクイティまでシームレスに対応す
るとともに、シンジケート・ローン、M&Aアドバイザリー、コンサル
ティング業務等のサービスも展開しています。

シンジケーション
　シンジケート・ローンとは、アレンジャー（幹事金融機関）が
複数の金融機関を集めてシンジケート団を組成し、お客様に
対して同一契約書に基づき同一条件で融資を行う手法です。
お客様にとっては、アレンジャーが複数金融機関との交渉を 

一元的に担うことによって多額の資金を機動的に調達できる、
アレンジャーの招聘により取引金融機関を拡大できる、エー
ジェントが各種事務手続きを行うことにより事務負担を軽減で
きるなどのメリットが存在します。
　DBJがシンジケート・ローンを組成するに際しては、中立的
な立場を活かし、幅広い金融機関に対して呼びかけを行いま
す。また、通常のコーポレート向け融資の場合には、DBJ独自
の融資メニュー（DBJサステナビリティ評価認証融資等）や、 
サステナビリティ・リンク・ローンと組み合わせることなどによ
り、付加価値向上を図ります。加えて、ストラクチャードファイ
ナンスにおいてもシンジケート・ローンを利用した融資に取り
組んでおり、これまでにも、エネルギー分野やインフラ分野にお
いて、多数の金融機関を招聘して大型のシンジケート・ローン
を組成しています。
　地域金融機関との間で、シンジケート・ローン提供にかかる
業務協力協定締結等を通じて連携・協働を一層強化しており、
お客様の資金調達のみならず、地域金融機関への投融資機会
の提供という観点からも貢献していきます。

https://www.dbj.jp/service/advisory/m_and_a/?sc=1
アドバイザリーサービスに関するご案内・取り組み事例は、DBJウェブサイトをご覧ください。

https://www.dbj.jp/service/finance/shi_loan/?sc=1
シンジケート・ローンに関するご案内・取り組み事例は、DBJウェブサイトをご覧ください。

M&Aアドバイザリーを通じた我が国企業の海外における 
 再生可能エネルギー関連事業展開支援
　世界的なカーボンニュートラル機運の高まりに伴い、我が国企業においても海外を含む再生可能エネルギー案件に対 

する投資及びM&Aニーズが高まっています。DBJグループは海外現地法人であるDBJ Singapore Limitedにおいて、 
アジアの様々な国籍のスタッフから構成されるインベストメン
ト・バンキングチームを擁しており、同地域における投資・
M&A案件の情報収集に強みを有しています。そして同チーム
と企業戦略部やRM部門、子会社の（株）日本経済研究所と
が連携し、お客様へ継続的に案件をご紹介し議論を重ねるこ
とで、常にお客様の最新のニーズを把握することに努めており、
結果としてお客様のアジア地域の再生可能エネルギー関連
案件のご検討にあたって繰り返しアドバイザリーサービスを
ご依頼いただくケースもあります。今後もアドバイザリー業務
を通じてお客様のアジアにおける再生可能エネルギー事業展
開をサポートしてまいります。

G R I T 戦略 Project Spotlight

Formosa I Wind Power Co., Ltd.（“FWPC”）
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経営基盤戦略事業戦略 機能戦略  アセットマネジメント

https://www.dbj-am.jp/
アセットマネジメントに関する情報はDBJアセットマネジメント㈱のウェブサイトをご覧ください。

アセットマネジメント
DBJアセットマネジメント（株）（DBJAM）は、DBJ

グループが長年培ってきた知見・ネットワークを

背景としながら、市場が拡大している「オルタナ

ティブ投資」分野において、機関投資家の皆様

に対し良質な投資機会・運用サービスを提供す

ることを通じ、資金循環の活性化・金融資本市

場の発展に貢献します

戦略
　DBJAMは、2006年の設立以来、投資家の皆様のオルタナ
ティブ投資ニーズの拡大に対応して、投資対象分野・運用サー
ビスを拡充してきました。その結果、現在、不動産私募ファン
ド、私募リート、国内外のPE・インフラ・不動産ファンドを投
資対象とするゲートキーパー業務やファンド・オブ・ファンズ
業務を展開するに至っています（2022年3月末時点のAUM

（受託資産残高）：2兆8,198億円）。
　DBJAMは、投資運用会社としての「フィデューシャリー・
デューティー」（受託者責任）や「スチュワードシップ責任」を 

的確に果たす観点で、受託資産の長期的な収益拡大を実現す
ることを第一義としています。また、そのためのアプローチとし
て、サステナビリティ経営の考え方や「ESG投資」を活用・推
進しています。具体的には、社長執行役員を議長とし業務執行
に携わる全ての役員が委員となる「責任投資委員会」で方針を
定めつつ、3つの分野（不動産、PE、インフラ）それぞれに 

おいて業務プロセスにESG要素を落とし込む「ESGインテグ
レーション」を実践しています。さらに、投資対象や関係する
ステークホルダーに対し積極的に対話や働きかけを行い、エン
ゲージメントの強化にも取り組んでいます。こうした取り組み
の更なる強化・改善を通じ、より長期的に、かつ広い視野で投
資にかかるリスク・リターンの最適化を図り、投資サービスの
高度化ひいては投資家の最善の利益の確保を実現してまいり
ます。
　また、DBJAMは、投資運用会社としての責務を持続的に果
たすために最も重要な基盤は「人財」であると認識しておりま
す。DBJAMの企業理念の浸透を図る研修を全役職員に対し
実施していることに加え、スキル・ノウハウの向上に資する研
修機会を積極的に提供するなど、投資運用会社にふさわしい
プロフェッショナルの育成に取り組んでいます。

概要

DBJAMは、2006年に設立された国内外の不動産、プライベー
ト・エクイティ（PE）、インフラストラクチャー分野への投資（オル
タナティブ投資）を専門に取り扱うDBJグループにおけるアセッ
トマネジメント会社です。

社会課題
 運用機会の多様化

 気候変動

 人口減少や高齢化の進展

 インフラ老朽化・維持更新

 労働生産性の向上

　上記課題に対応するため、我が国金融資本市場を高度化し
ていくことが最も重要な課題の一つと認識しています。また、そ
のためには、年金基金・金融機関等の機関投資家の更なる運
用の高度化を実現していくことが必要と考えています。

リスクと機会
  持続可能な社会の実現に資する投資機会の創出

  気候変動その他サステナビリティへの適切な対応

  再生可能エネルギー投資の促進、社会インフラの維持更新

  サステナビリティ・ESGの組込み、General Partner（無限
責任組合員）に対するエンゲージメント推進

  人的資本の充実・向上

  プロフェッショナル社員の育成、働きやすい職場環境の 

実現・従業員エンゲージメントの向上

DBJプライベートリート投資法人　ESGレポート（抜粋）

G R I T 戦略 Project Spotlight

サステナビリティ・ESGにかかる取り組みの高度化
　近年、ESGインテグレーションの実践を通じステークホルダーとの積極的な対話を行いエンゲージメントの強化に取り
組んでおり、投資家向けにはESGレポートを含めた情報発信の高度化に努めています。また、不動産分野では、私募リート
のポートフォリオを対象に、TCFD提言に基づきシナリオ分析を実施し、気候変動にかかる移行リスク・物理的リスクの定
量的な分析にも取り組んでいます。
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ポートフォリオ平均の排出削減経路（GGHHGG排出原単位、kkgg--CCOO22//㎡）

現在

排出削減経路（1.5℃シナリオ）
排出削減経路（2℃シナリオ）

GHG排出原単位（2020年データ）
GHG排出原単位（P.18記載の5物件
での再エネ導入後の試算）
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気候変動への対応

移行リスクに関するシナリオ分析

 概要
「Carbon Risk Real Estate Monitor（以下、「CRREM」）」というツールを用いて、移行リスクに関する定量的なシナリオ分析を実施しました。
本ツールを用いることにより、1.5℃シナリオ及び2℃シナリオに整合するための2050年までの温室効果ガス（以下、GHG）の排出削減経路を国
別・物件用途別に可視化し、個別物件及びポートフォリオ全体で求められるGHG削減量等を分析することができます。

 分析結果
1.5℃シナリオ、2℃シナリオいずれの場合も、排出削減経路としては
2050年に向けて大幅な排出削減が必要になります。

このため、現状のポートフォリオ全体のGHG排出原単位基にした場合、
1.5℃シナリオの場合は2030年前に、2℃シナリオの場合でも2030年
代前半には、求められる排出削減経路を超過した排出量になるという分
析結果になります。

 本投資法人における対応
本分析により認識されたリスクに対し、ポートフォリオ全体として対策を検
討して参ります。具体的には、個別物件の事情に即して、省エネ化の推
進と再エネの導入を検討して参ります。

なお、現在、保有物件の使用電力における再生可能エネルギーの導入
を進めておりますが、こういった取組みによりGHG排出量の削減を進める
ことにより、移行リスクの低減につなげていきたいと考えております（右図
参照）。

XXXXXXXXにおいて、再生可能エネルギー電力を使用可能としたことについ
て、リーシング仲介会社にアンケート調査を行ったところ、「現在または今後リー
シング上プラスに働く」という回答はXX.X%（回答数N=XX社）でした。
テナント企業におけるカーボンニュートラルへの取組みが加速する中で、オフィス
ビルにおける使用電力の脱炭素化に取り組んでいく重要性は高まっていると認
識しております。

Environment：環境への取組み

Copyright (C) DBJ Private REIT Inc. All Rights Reserved 1

（注
3）

再生可能エネルギーの導入

 使用電力の再生可能エネルギーへの切り替え

XXXXXXXXでは、屋上部分を太陽光発電事業者に賃貸し、
太陽光パネルを設置しています。
これにより、当該物件のNOIの向上を図ると共に、社会全体
での再生可能エネルギーによる発電の促進とGHG排出量の
削減に貢献しています。

気候変動への対応として、保有物件への再生可能エネルギーの導入を進め
ています。足元では、XXXXXXX、XXXXXXX・XXXXXXXの3物件、
XXXXXXXXX、XXXXXXXXXの2物件を再生可能エネルギー電力へ切り
替える予定です。
これにより、ポートフォリオ全体の使用電力における再エネ化率はXX・X%に
達する見込みです。

発電量 CO2削減効果

2019年度 1,012 MWh 446 トン

2020年度 963 MWh 425 トン

 屋上部での太陽光発電

保有物件別電気使用量割合（2020年度）

 リーシングへの波及効果

本事例に関係すると考えられるSDGs項目
⑦エネルギーをみんなにそしてクリーンに
⑬気候変動に具体的な対策を

25%

19%

17%

17%

11%

8%

1% 2%

品川グランドセントラルタワー

DPスクエア錦

DPスクエア東桜

アークヒルズサウスタワー

DPロジスティクスセンター岩槻

白井ロジスティクスセンター

神宮前店舗タケオキクチ

レジ物件（共用部）

オフィス計
約78%

再エネ
導入済又は
導入予定
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